
「コロナ時代の航空・空港の経営基盤強化に
向けた支援施策パッケージ」について

はじめに

航空業界は，新型コロナウイルス感染拡大によ
り，かつてない苦境に立たされています。航空需
要は，世界的な移動抑制や水際対策等の影響を大
きく受け，緊急事態宣言下の昨年 5月には，国内
線・国際線ともに対前年比 9割超の減少という壊
滅的な状況となりました。国内線は，度重なる感
染再拡大等により回復に時間を要し，また，売上
の半分を占める国際線の需要は，いまだに 1割に
満たない状況が続き，IATA（国際航空運送協会）
の試算によるとその回復は令和 6年と見込まれる
など，過去に例を見ない甚大な影響が長期化して
います（図－ 1，2）。
こうした状況の中で，航空会社は，事業継続の
ため人件費を含めたコスト削減などの経営効率化
について検討・取組を進めているところですが，
事業の性質上，固定費の割合が高く，急激な需要
変動に対する生産調整を行いにくい収支構造であ
ることから，引き続き極めて厳しい経営状況にあ
ります。
また，空港会社や，空港ビル，地上支援（グラ
ンドハンドリング），空港内給油，保安検査，空
港内での各種機能の提供を行うテナントなど，
日々の航空輸送を支えるその他空港関連企業にお
いても，現下の航空需要の大幅な減少を受け，航
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空会社と同様，極めて厳しい経営状況にあります。
今後の需要回復は，感染者数の動向等に影響を
受けやすく正確には見通せない状況ではあります
が，航空・空港関連企業に対して当面必要となる
支援施策をとりまとめ，「コロナ時代の航空・空
港の経営基盤強化に向けた支援施策パッケージ」
として昨年 10 月に発表し，実施しています。本
稿ではその内容について紹介します。

支援の必要性

航空は，公共交通として国内外の交流や国民の
生活，社会経済活動を支えるとともに，訪日外国
人旅行者 2030 年 6,000 万人のインバウンドに関
する政府目標の達成など，ポストコロナの成長戦
略の実現にも不可欠な「空のインフラ」です。加
えて，本年は，延期となった東京オリンピック・
パラリンピック競技大会の開催も予定されてお
り，そのための輸送力の確保も必須となります。
航空ネットワークがコロナ禍において維持され
るとともに，今後の需要回復後の成長投資が確保
されるためには，航空ネットワークの基盤となる
航空・空港関連企業が経営基盤の強化を図れるよ
う，国と関係者が連携してしっかりと支援してい
く必要があります。また，これら約 24 万人※1 の
雇用を支える航空・空港関連企業は，2018 年度
の売上高約 5兆円※2 から今年度は約 6〜 7割程度
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国土交通省 航空局 航空ネットワーク部 航空事業課

建設マネジメント技術　　2021 年 2 月号 61

建マネ2102_06_行政情報_1_三_CC2017.indd   61 2021/02/04   14:05



図－ 1　国内線の減便の状況について

図－ 2　本邦航空会社の国際線の減便状況について
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の減収が見込まれるなど，極めて厳しい経営状況
が続いています。適時適切なきめ細かい支援施策
を講じることにより，航空ネットワークの担い手
である，これら多くの雇用をしっかりと下支えす
ることが必要不可欠です。
※ 1�　航空会社 +空港会社 +空港ビル会社 +空港内事
業者

※ 2　航空会社+主要 11 空港会社

パッケージの主な内容

国土交通省は，我が国航空・空港関連企業の収
支改善等の取組を支援することにより，経営基盤
を強化するとともに，航空ネットワークの維持を
図るため，既存の支援策に加え，航空会社等の収
益性向上・コスト削減を支援する施策や，空港会
社その他空港関連企業への支援策として，昨年
10 月 28 日に本パッケージをとりまとめました。
その後も更なる検討を続け，同年 12 月 21 日に改
定し内容の充実を図りました（図－ 3）。

3

（以下，⑴〜⑸は同年 12 月 21 日改定時の本パ
ッケージの内容）
⑴　航空ネットワーク維持・確保のための施策
○�【令和 2年度下期】旅客需要の減少を踏まえ
た着陸料等の減免
　�令和 2年度下期（令和 2年 8 月〜令和 3年 2
月）分の国内線の着陸料及び停留料につい
て，一律 45％の軽減を実施します。
○�【令和 3年度】空港使用料・航空機燃料税の
更なる減免
　�令和 3年度において，国内線に係る着陸料，
停留料，航行援助施設利用料を合計で約 90
％軽減し，航空機燃料税の税率を従来の軽減
措置からさらに 1/2 に軽減することにより，
総額 1,200 億円規模の空港使用料・航空機燃
料税の減免を実施します。

⑵　資金需要への対応，雇用維持のための施策
○【令和 2年度下期】着陸料等の支払い猶予
　�令和 2年度下期分の着陸料，停留料，航行援

図－ 3　コロナ時代の航空・空港の経営基盤強化に向けた支援施策パッケージ（概要）
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助施設利用料等の支払いを猶予します。
○金融上の措置
　�日本政策投資銀行による危機対応融資等の活用
や資本性資金の供給等の支援策を実施します。
○国税・地方税の支払い猶予
　�令和 2年 2月 1日から令和 3年 2月 1日の間
に納付期限が到来する国税（消費税，法人税
等），地方税（事業税，法人住民税等），社会
保険料等の納付猶予の措置を実施します。
○繰越欠損金の控除上限の特例
　�繰越欠損金の控除上限の特例制度により，将
来の成長に向けた投資を後押しします。
○雇用維持のための支援
　�雇用調整助成金の拡充や，出向元及び出向先
双方の企業に対する新たな助成制度の創設に
より，雇用の維持を支援します。

⑶　航空輸送の安定的かつ円滑な回復を図るため
の緊急措置
○混雑空港利用ルールの弾力運用
　�2020 年夏期ダイヤと同様，2020 年冬期ダイ
ヤ全期間において，新型コロナウイルス感染
拡大の影響を理由として欠航した便について
は，混雑空港利用ルール（U/L ルール）に
おける欠航便のカウントから除外して取り扱
うこととします。

○�乗務機会の減少等を踏まえた乗務資格維持に
係る緩和措置

　�航空身体検査の有効期間の伸長，乗務にあた
って求められる最近の飛行経験における代替
措置の設定，機長に求められる審査要件の一
時的緩和など，乗務資格維持のための特別措
置を講じます。

⑷　コロナ時代における航空・空港関連企業の持
続可能な事業構造への転換を支援するための施
策

①　収益性向上努力を支援するための施策
○GoTo トラベル事業の延長と適切な運用
　�「GoTo トラベル事業」について，感染拡大

防止策を徹底しつつ，感染状況を踏まえて適
切に運用しながら，本事業を延長すること
で，国内旅行需要の本格的回復に結び付けて
いきます（1月末時点で「Go To トラベル事
業」は一時停止中）。
○感染拡大予防ガイドラインの普及
　�令和 2年 5月に各業界団体が策定した「航空
分野における感染拡大防止ガイドライン」の
普及により安全・安心な利用環境の確保を行
い，感染拡大防止と航空旅客の回復の両立に
向けた取組を実施します。
○�感染リスク最小化のための空港受入環境高度
化支援
　�感染拡大防止と航空旅客の回復・増大の両立
を目的として，空港ビル内での感染リスク最
小化のために，空港ビル会社等が実施する施
設整備の経費の一部補助（補助率 1/2）を行
います。
○地域航空における感染防止対策等
　�離島航空路線を運航する地域航空に対して
も，感染拡大防止対策やポストコロナを見据
えたデジタル投資等のための新たな取組に対
して経費支援等を行い，地域航空の活性化・
継続を図ります。
○国際的な人の往来再開に向けた段階的措置
　�防疫措置を確保しながら，ビジネストラック
やレジデンストラックの対象国・地域を拡大
し，昨年 11 月までに，成田・羽田・関西に
加え中部・福岡・新千歳を加えた 6空港にお
いて 1日 2万人の検査能力を確保するなど，
国際的な人の往来の活性化に向けた段階的措
置を実施しています。
○新たな航空需要獲得のための規制緩和等
　�旅客機の客室内での貨物輸送の例外的な認可
や，遊覧飛行等における柔軟な飛行の経路設
定等の支援など，新たな航空需要獲得のため
の規制緩和等を行います。

②　コスト削減努力を支援するための施策
飛行経路短縮などの管制運用による消費燃料の
削減や，乗員・整備分野における安全規制の緩

64 建設マネジメント技術　　2021 年 2 月号

建マネ2102_06_行政情報_1_三_CC2017.indd   64 2021/02/04   14:05



和・運用弾力化，各種手続きの電子化等により，
各社のコスト削減努力を支援します。乗員にかか
る規制については，国の審査官に代わり社内で機
長認定審査を可能とするなど，対応可能なものに
ついては既に見直しを実施しています。

⑸　航空ネットワークの基盤を支える空港関連企
業の経営基盤の維持・強化を支援するための施
策
①　コンセッション空港関係
○空港施設の整備費用に対する無利子貸付
　�空港運営会社が実施する空港施設整備費用に
対し，無利子貸付を行います。

○運営権対価分割金の年度越え猶予
　�令和 2・3 年度に支払期限が到来する運営権
対価分割金等について，当面の措置として 2
年猶予します。今後の状況を踏まえ，必要に
応じてさらに最大 3年延長します。

②　会社管理空港関係
○関西空港・中部空港関係
　�財政投融資を活用し，ターミナルなど施設改
修等の空港機能強化の取組を推進します。

③　その他空港関連企業関係

○国有財産使用料の支払い猶予
　�令和 2年度分の航空局所管の国有財産使用料
について，支払期限を令和 3年 1月まで猶予
します。また，令和 2年 2 月 1 日から令和 3
年 1 月 31 日までの間に支払期限が到来する
国有財産使用料については，売上減少率など
の一定の条件を満たす場合，支払期限から 1
年間（航空局所管のものは令和 4年 1月まで）
猶予することを可能とします。
○その他
　�上記の他，事業者の体制の維持や生産性向上
に向けた支援を行っていきます。

おわりに

今後も需要回復が見通せない状況が続く中で，
航空会社と空港会社その他空港関連企業が両輪と
なって存続していけるよう，また，需要回復後に
は社会経済の成長を支えていけるよう，国と関係
者が連携して支援していく必要があります。
引き続き，業界の経営状況を注視しつつ，国と
して必要な措置を適時適切に講じてまいります。

4

建設マネジメント技術　　2021 年 2 月号 65

建マネ2102_06_行政情報_1_三_CC2017.indd   65 2021/02/04   14:05


